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「山口市安心快適住まいる商品券」取扱店要領 

１．目的 

  市民が安心して快適に長く住み続けられる住宅環境の向上と、個人消費促進による市内経済の 

活性化を目的に、市民の皆さんが市内施工業者を利用して行う住宅リフォーム工事に対して、 

かかった費用の一部を市内取扱店で使用できる商品券として交付しております。   

    

２．商品券の内容 

  〇商品券名  山口市安心快適住まいる商品券 

○交付総額    1 億円 

○交付内容  紙商品券で受取の場合、助成対象工事金額の 10％（上限 5 万円） 

          デジタル商品券で受取の場合、助成対象工事金額の 10％（上限 10 万円） 

○取扱期間  令和 7 年 6 月 16 日～令和 8 年 2 月 28 日 

○使用期限  紙商品券、デジタル商品券ともに商品券は発行日（反映日）から 6 か月間または 

令和 8 年 2 月 28 日（土）のどちらか早い日まで有効です。 

        

３．取扱店 

（１）市内に店舗を有する事業所 

施工業者の登録は禁止します（ただし、同一事業体の中で、その他の業種で個人消費に寄与する

事業を営んでいる場合で、店舗が独立しているなど商品券を利用する上で区分が明確な場合はそ

の店舗に限り登録可）。  

（２）紙商品券とデジタル商品券の両方の取り扱いが可能な事業所 

  但し、次の①～④に該当する事業者を除いたもの 

①風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条に規定す 

る営業を行っている事業者 

②特定の宗教・政治団体と関わる場合や業務の内容が公序良俗に反する営業を行っている事業者 

③『６．商品券の利用対象とならないもの』に記載の取引、商品のみを取り扱う事業者 

④役員等が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。）又

は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者に該当する事業者 

（３）登録料    無 料 

（４）登録方法  「山口市安心快適住まいる商品券取扱店登録フォーム」より申請 

       「令和 5・6 年度安心快適住まいる助成事業」で既に登録済みの店舗は申請不要です。  

（５）換金手数料  無 料 

（６）その他 

  ①取扱店にはステッカー等、取扱店販促ツールを配布します。 

②利用者が取扱店から返金を受ける必要がある場合は、取扱店の責任において、現⾦もしくは商

品券（デジタル商品券は残高に応じて）にて受け戻すものとし、対応を行うこと。 

③つり銭には応じないこと。 

 

４．紙商品券の換金方法 

（１）換金期間  令和７年７月１０日（木）～令和８年３月１０日（火） 

（２）換金場所  事前に指定された換金場所で現金と引き換えです。 
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（３）換 金 日  毎月１０日・２５日（土日祝の場合は翌営業日）受付時間：10:00～17:00 

（４）換金手順  換金日の３営業日前（土日祝を除く３日前）までに、事前に指定された換金場所へ 

換金依頼書を FAX し、換金日に商品券（裏面に店名を記入又は押印してくださ

い）をご持参の上、お越しください。 

注）最終換金日（令和８年３月１０日（火））以降は換金不可となりますのでご注意ください。 

    注）商品券の裏面に店名を記入または押印されていない場合は換金できません。 

    注）商品券の裏面に取扱店以外の店舗名が記載されている場合は換金できません。 

 

５．デジタル商品券（ちょる Pay）の換金方法 

  デジタル商品券に関しては、換金作業は不要です。申込時に登録した口座へ選択頂いた入金サイクル

に応じて、売上金を入金いたします。 

操作方法等は山口商工会議所ウェブサイト（https://www.yamacci.or.jp/smile07/）よりご確認く

ださい。 

※デジタル商品券（ちょる Pay）カスタマーセンター 0120－905－393（取扱店舗用） 

開設期間 令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 2 月 28 日 平日・土日祝 10:00～17:00 

（令和 7 年 8 月 29 日及び年末年始（令和 7 年 12 月 27 日～令和 8 年 1 月 4 日）除く） 

  

６．商品券の利用対象とならないもの 

  本商品券は以下のものに利用できません。 

（１） 出資や債務の支払い（税⾦、保険料、振込手数料、電気・ガス・水道・電話料⾦等） 

（２） 国・地⽅公共団体への支払い（粗大ごみ処理券、国民健康保険料等） 

（３） 商品券（ビール券、清酒券、おこめ券、店舗が独自で発⾏する商品券等）、旅⾏券、乗車券、 

切手、切手付ハガキ、印紙、プリペイドカード、回数券、貴⾦属、有価証券、⾦券等の換⾦性の

高いものの購入 

（４） たばこ事業法（昭和５９年法律第６８号）第２条第１項第３号に規定する製造たばこの購入 

（５） 事業活動に伴って使用する原材料、機器及び仕入れ商品等の購入並びに⾃社商品の購入 

（６） 土地、家屋購入、家賃・地代・駐車場（一時預かりを除く）等の不動産や資産性の高いもの（⾃

動車等）に関わる支払い 

（７） 現⾦との換⾦、⾦融機関への預け入れ 

（８） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に該当

する営業に係る支払い 

（９） 特定の宗教・政治団体に関わるものや公序良俗に反するもの 

（１０）その他、この商品券の発⾏趣旨にそぐわないもの。また、山口市が指定するもの 

 

７．禁止行為 

 次に掲げるような不適切な行為を行ったと認定した場合には、取扱店登録を解除するとともに、既に交

付済みの金銭がある場合は、賠償を伴う返金請求等の求めに応じること。 

（１）商品券及び関係書類を、偽造、模造及び加工すること。 

（２）商品券を交換または売買すること。 

（３）事業決済資金（買掛金、未払金等）としての流用や出資。 

（４）自社商品の購買に商品券を利用すること。 

（５）商品券の利用を見込んで通常よりも高い価格を設定するなど、消費喚起の趣旨に反する行為。 

（６）商品券を事業の用に供するための物品・サービス等の調達に用いること。 


